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研究成果の概要（和文）：本研究では、がん罹患、死亡、予後の地域分布を小地域単位で明らかにした。その
後、地域差の要因として医療施設へのアクセシビリティの違いに着目し、距離、移動時間の差ががん罹患・死
亡、予後に与えた影響を定量的に明らかにした。また、医療施設の所在地と、地域の患者数から、地域の医療需
要と供給のバランスを可視化した。公的統計の集計値を用いて解析を実施した結果、都市部ではとの地域も医療
施設へのアクセシビリティは良好な一方で、需要供給のバランスが悪い地域がみられた。都市部以外の地域で
は、アクセシビリティが不良かつ需要供給のバランスが悪い地域が存在したが、罹患や予後への関連は明らかに
ならなかった。

研究成果の概要（英文）：The regional distribution of cancer incidence, mortality and prognosis was 
estimated at a sub-regional level. The study then focused on differences in accessibility to medical
 facilities as a factor in regional differences in cancer risk and estimated the impact of 
differences in distance and travel time on cancer incidence, mortality and prognosis. The location 
of medical facilities and the number of patients in the area were used to illustrate the balance 
between supply and demand for medical care in the region. The results of the analysis using official
 statistics showed that although access to health facilities was good in all urban areas, there were
 areas with an imbalance between supply and demand. In non-urban areas, there were areas with poor 
accessibility and an imbalance between supply and demand, although no association with morbidity or 
prognosis was found.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
医療は居住地によらず、すべての住民に公平に提供されることが望ましい。本研究の結果からは、医療施設への
アクセシビリティ格差が明らかとなった。アクセシビリティが不良な地域では、アクセシビリティが予後に与え
る影響だけでなく、生活の質に関連する負担への影響を評価する必要性が示唆される。また、アクセシビリティ
が良好な都市部であっても、医療施設数と患者数の関係に基づき、医療需要と供給のバランスが不良である地域
がみられた。この結果は、医療サービスの適切な供給を検討する非常に有益な資料となり得る。がん患者の地理
的特性の理解を通じて、医療資源利用への公平性に関する示唆を与えることができる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
日本では、人口密度の高い地域の住民は治療医療施設までの移動時間が短いことが知られて
いる。海外の複数の調査でも、医療施設までの移動距離や移動時間が患者の健康指標に関連する
と報告された。このことから、人口密度の高い都市部とそうでない地域では医療資源へのアクセ
シビリティに差があり、健康指標の地域差を生み出す可能性が考えられる。これまで、がん罹患
や死亡、生存率における都道府県間差は明らかになっているが市区町村単位での地域差の研究
は乏しい。日本では、医療施設へのアクセシビリティは都道府県単位よりも小さい単位で異なる
ことが予想される。がん罹患や死亡、生存率について市区町村別に推計を行い、都市部と地方の
格差の有無を明らかにする必要がある。また、医療施設へのアクセシビリティには需要と供給の
バランスも検討に含める必要がある。距離や時間に基づきアクセスしやすい医療施設が多く存
在している場合でも、供給が需要を大きく下回る場合に、アクセシビリティは低下する可能性が
ある。市区町村別に医療施設までのアクセシビリティを明らかにし、需要供給バランスを考慮し
た上で、距離・時間に関連したアクセシビリティとがんリスクの関連性評価が重要である。 
 
２．研究の目的 
市区町村別のがん死亡・罹患・早期診断割合を推計し、マッピングを行う。市区町村別に需要
供給バランスを調整した上でのがん診療連携拠点病院へのアクセシビリティを推計し、がん死
亡・罹患・早期診断割合との関連を明らかにする。さらに、がんの部位別にがん診療連携拠点病
院までのアクセシビリティとがんリスクの関連を明らかにする。 
 
３．研究の方法 
市区町村別にがん診療連携拠点病院へのアクセシビリティ指標を推計し、地域差を明らかに
した。また本研究では、がん診療連携拠点病院へのアクセシビリティとがん死亡・罹患および早
期診断割合との関連を推計した。アクセシビリティ指標は、市区町村の代表点（中心点）からが
ん診療連携拠点病院までの距離、時間、市区町村別人口、市区町村別のがん診療連携拠点病院数
に基づき、Two-step floating catchment area (2FCA) method を適用して推計した。がん罹患
データは全国がん登録、がん死亡データは人口動態統計を利用した。医療施設へのアクセシビリ
ティ指標とがん罹患・死亡および早期診断割合との関連には多変量回帰モデルを用いた。本研究
では、関東甲信（9都県）、東海（3県）を対象とした。 
 
４．研究成果 
対象地域において、需要と供給を調整した上でがん診療連携拠点病院へのアクセシビリティ
を移動時間、移動距離に着目して明らかにした。都市部でもアクセシビリティが高くない地域が
存在していた。これはがん診療連携拠点病院までの移動距離や時間ではなく、人口に対するがん
診療連携拠点病院数という医療の需要と供給のアンバランスが原因であることが示唆された。 

図１. Maps of 2SFCA cancer hospital accessibility using travel time 
 
 
 



 
図 2. Maps of 2SFCA cancer hospital accessibility using travel distance 

 
医療施設までのアクセシビリティとがん罹患・死亡率関連について性別に推計した。死亡率お
よび罹患率には大きな関連は示されなかった。一方で、男性・女性ともに全がん、胃がん、肺が
んの早期発見割合に有意な関連が示された(表 1)。 
 
表 1. 性別の医療施設までのアクセシビリティとがん罹患・死亡率関連 

表 2.医療施設までのアクセシビリティとがん罹患・死亡率関連（市部、その他の地域） 

 
 



市部とそれ以外の地域に分けて、医療施設までのアクセシビリティとがん罹患・死亡率関連に
ついて推計した（表 2）。市部では大腸がん死亡率、肝がん罹患率、肺がんの早期診断割合に有
意な関連がみられた。一方、市部以外の地域では、胃がんおよび肺がんの早期診断割合に関連が
あることが明らかになった。 
本研究では、医療施設のアクセシビリティは、がんの早期診断割合に影響することが示唆され
た。また、医療施設までの距離や時間における負担が少ないであろう都市部であっても、市部以
外の地域と関連に違いはみられなかった。。 
本研究では、医療施設までのアクセシビリティとがん罹患・死亡率および早期がんの発見割合
との関連について、ライフスタイル要因の調整が不十分であった。ライフスタイルや社会経済要
因を調整することで、さらに詳細な検討が可能である。また、市区町村別のアクセシビリティと
がんリスクの関連に基づき、医療費に与える影響も検討する必要があった。医療は居住地によら
ず、すべての住民に公平に提供されることが望ましい。本研究の結果は、医療サービスの適切な
供給を検討する非常に有益な資料となり得る。 
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